
（資料３）コロナ下の女性への影響について

令和２年９月３０日

内閣府男女共同参画局
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 就業者数は、男女とも2020年４月に大幅に減少。特に女性の減少幅が大きい。（男性：37万人減、女性：70万人減）

７月を見ると、男性の就業者数が増加している一方、女性の就業者数は減少している。

 休業者数は、男女とも2020年４月に大幅に増加し、その後減少傾向にある。
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非労働力人口・完全失業者数の推移

３

 非労働力人口は、男女とも2020年４月に大幅に増加。特に女性の増加幅が大きい。（男性：27万人増、女性：68万人増）

７月を見ると、男性の非労働力人口が減少している一方、女性の非労働力人口は増加している。

 完全失業者数は、男性は2020年５月まで増加し、その後は減少に転じる一方、女性は2020年４月以降、増加傾向にある。
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求職理由別完全失業者数の推移

 完全失業者の求職理由を見ると、男女とも2020年３月以降、「勤め先や事業の都合」が対前年同月で増加。
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雇用者数の推移

５

 雇用者数は、2020年４月以降、対前年同月で減少。

 雇用形態別の内訳を見ると、非正規雇用労働者の減少幅が大きく、特に女性の非正規雇用労働者の減少幅が大きい。
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産業別雇用者の男女別・雇用形態別の割合

６

 女性は男性に比べて非正規雇用労働者の割合が高い。

 特に「宿泊，飲食業」「生活，娯楽業」「卸売，小売業」「医療，福祉」は、女性の非正規雇用労働者の割合が高い。

 また、女性の非正規雇用労働者を人数別で見ると、「卸売，小売業」「医療，福祉」「宿泊，飲食業」が多い。

（総務省「労働力調査」より作成。原数値。棒グラフの数値は万人。）
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産業別就業者数の推移

 就業者数の前年同月差を産業別で見ると、男女とも「飲食業」「生活，娯楽業」の減少幅が大きい。

 特に女性の「飲食業」「生活，娯楽業」「製造業」「小売業」の就業者数の減少幅が大きい。
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ＤＶ相談件数の推移
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 ＤＶ相談件数の推移を見ると、５月・６月の相談件数は前年同月の約１．６倍。
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自殺者数の推移

10

 自殺者数の推移を見ると、７・８月の女性の自殺者数（６５１人）は直近５年間で最多。

 前年同月で見ると、男女とも2020年４月・５月は少なく推移。女性は６月から増加に転じ、８月には大幅に増加（＋１８７人）。

（警察庁ＨＰ「自殺者数」より作成。原数値。2019年までは確定値。2020年は９月14日時点暫定値。）

３．自殺者数の推移
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 名称 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の
変化に関する調査

 公表 令和２年６月21日 内閣府政策統括官（経済社会システム担当）

 対象者 全国の15 歳以上のインターネットパネル登録モニター

 調査方法 インターネット調査

 回収数 10,128件

 調査期間 令和２年５月25日～６月５日
（５⽉25⽇〜29⽇に半数を回収し、６⽉1⽇〜5⽇に残りの半数を回収）

内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』

11

次㌻より上記調査・報告書の
内容を引用・抜粋

上記調査の内容も踏まえ、令和２年９月11日に『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書」を

内閣府政策統括官（経済社会システム担当）が公表

４．生活面



 男女別の感染拡大前後の総合主観満足度の変化は、以下のとおり。

 満足度（生活全体）平均の変化を男女別に比較すると、女性は平均満足度が１．７０低下しており、

男性の１．２６ よりも低下幅が０．４４大きくなっている。

感染症拡大前後の「総合主観満足度」の変化（男女別）
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内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より
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 女性の非正規雇用労働者は、正規雇用労働者や男性の非正規雇用労働者と比べて仕事満足度の低下幅が大きく、

低下幅は１．３７となっている。
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内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

４．生活面



 「保育関係」「教育関係」という子供と直接接することが多い産業が、最も仕事満足度の低下幅が大きくなっている。

 次に「サービス業」「医療，福祉」「小売業」といったテレワークがしにくい対面サービスを提供する産業が続いている。

産業分類別「仕事満足度※」の低下幅

「仕事満足度」の変化（産業分類別）

14※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の仕事の満足度を数値化したもの。
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内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

４．生活面



 仕事満足度の低下幅の大きな５つの産業について見ると、最も満足度の低下幅の大きかった「保育関係」については、

正規雇用労働者・非正規雇用労働者の低下幅が概ね同程度である。

 一方、正規雇用労働者・非正規雇用労働者の間の満足度の低下幅の差が大きいのが、「サービス業」（差が０．７０）、

「医療，福祉」（差が０．５７）、「小売業」(差が０．５４)の３つである。
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15※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の仕事の満足度を数値化したもの。

内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

４．生活面



 テレワークを実施した就業者の満足度の低下幅は１．０６となっており、通常どおり勤務した就業者の１．４５よりも、

低下幅が小さい。

 特に、テレワークを100%で実施する就業者の満足度の低下幅は０．７６となり、通常どおり勤務の場合の約半分である。

 また、未就学児の子供を持つ就業者が、テレワークを100%で実施する場合、満足度の低下幅は０．３４となり、

通常どおり勤務と比べかなり小さくなる。

「満足度（生活全体）※」平均値の低下幅

テレワーク実施の有無による「満足度（生活全体）」の変化

16※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の満足度（生活全体）を数値化したもの。
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内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

４．生活面



 テレワーク等の働き方の変化や外出自粛等の感染症の影響により、子育て世帯の７０．３％が家族と過ごす時間が増加した。

 現在の家族と過ごす時間を今後も保ちたい、という回答が８１．９％あった。

【子育て世帯】家族と過ごす時間の変化

17

内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」、『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

＜質問①＞ 今回の感染症の影響下において、家族と過ごす時間はどのように変化しましたか。

＜質問②＞ 現在の家族と過ごす時間を今後も保ちたいと思いますか。（感染症影響下での家族と過ごし時間が増加したという回答者に質問）
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４．生活面



 家族と過ごした時間の増加と、子育てのしやすさや生活全体の満足度の関係を見ると、男女で異なる結果が見られる。

 男性の場合は家族と過ごす時間が増加した方が「子育てのしやすさ満足度」「満足度（生活全体）」の低下幅が小さい一方、

女性の場合は家族と過ごす時間が増加した方が「子育てのしやすさ満足度」「満足度（生活全体）」の低下幅が大きい。
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【子育て世帯】家族と過ごす時間の変化と子育てのしやすさ満足度・満足度（生活全体）の変化

18※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の子育てのしやすさ満足度、満足度（生活全体）を数値化したもの。

内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

４．生活面
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